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全国火薬類保安協会

❖飛石防護は確実に　みんなで確認　安全退避　　　　❖ハッキリ合図　シッカリ確認　みんなで防ごう火薬事故
◉ 標語（令和７年４月〜令和８年３月）

◉ �令和７年度甲種・乙種火薬類製造保安責任者試験について
　上記試験の出願は、８月25日に締め切りました。出願者数は次のとおりです。
　　甲種製造　112人　　乙種製造　28人　　合計　140人 
　なお、試験日は、11月４日（火）、５日（水）の両日、試験会場は「日本教育
会館（東京都）」、合格発表日は、12月19日（金）です。

◉ 主要行事予定表
開催年月日 主　要　行　事

令和7. 11.   4〜  5 甲種・乙種火薬類製造保安責任者試験（大臣試験）
12.   2〜13 火薬類爆発影響低減化保安技術実験（北海道）

◉ �令和７年火薬類関係事故について（９月30日までに報告のあったもの）
総括表（取扱・種類別一覧表）

項　　　目
事故（A,B1,B2,C1,C2） 異常事象（H）

件数 死亡者数 負傷者数 件数

取扱 種類 件数 計 人数 計 人数（重−軽） 計 件数 計

製造中
産 業 火 薬 1 ⎫
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⎜
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1煙 　 火 0 0 0 － 0 0
がん具煙火 0 0 0 － 0 0

消費中
産 業 火 薬 2 ⎫
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51煙 　 火 19 0 3 － 14 35
がん具煙火 11 0 0 － 6 10

運搬中
産 業 火 薬 1 ⎫
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⎜
⎜
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0煙 　 火 0 0 0 － 0 0
がん具煙火 0 0 0 － 0 0

貯蔵中
産 業 火 薬 0 ⎫
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⎜
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⎜
⎜
⎭

0煙 　 火 0 0 0 － 0 0
がん具煙火 0 0 0 － 0 0

玩弄中
産 業 火 薬 1 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭
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⎜
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⎜
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0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0煙 　 火 0 0 0 － 0 0
がん具煙火 1 0 1 － 0 0

その他
産 業 火 薬 1 ⎫

⎜
⎜
⎬
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⎭
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2煙 　 火 0 0 0 － 0 2
がん具煙火 0 0 0 － 0 0

合　 計
産 業 火 薬 6 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭
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0 ⎫
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⎜
⎬
⎜
⎜
⎭
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⎜
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7 ⎫
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⎜
⎬
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⎜
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54煙 　 火 19 0 3 － 14 37
がん具煙火 12 0 1 － 6 10

※�詳細は、弊協会のホームページをご覧ください。

◉ �産業火薬類の生産、出荷（販売）、在庫量（経済産業省生産動態統計
月報）は経済産業省のホームページ中の統計からご覧ください。

　URL　�https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/seidou/result/ichiran/08_seidou.
html#menu5

再 教 育 講 習

協会名 日程 開 催 地

愛 知 6 名古屋市

大 阪 7 大 阪 市

千 葉 14 千 葉 市

兵 庫 14 神 戸 市

京 都 21 南 丹 市

山 口 21 山 口 市

鹿児島 26 鹿児島市

和歌山 27 和歌山市

保 安 手 帳 所 持 者
（ 産 火 ） 保 安 教 育 講 習

協会名 日程 開 催 地

福 島 4 福 島 市

富 山 5 富 山 市

広 島 5 福 山 市

北海道 6 函 館 市

東 京 6 中 央 区

熊 本 6 八 代 市

大 阪 7 大 阪 市

愛 知 12 名古屋市

島 根 12 雲 南 市

広 島 12 三 次 市

大 分 12 豊後大野市

沖 縄 12 北大東村

宮 崎 13 延 岡 市

山 形 14 山 形 市

埼 玉 14 熊 谷 市

熊 本 14 山 鹿 市

岐 阜 17 高 山 市

奈 良 17 奈 良 市

三 重 19 津 市

岩 手 20 盛 岡 市

宮 城 21 仙 台 市

群 馬 21 前 橋 市

京 都 21 南 丹 市

高 知 21 高 知 市

福 井 25 福 井 市

徳 島 25 徳 島 市

富 山 26 富 山 市

福 井 26 大 野 市

山 梨 26 甲 府 市

愛 媛 26 松 山 市

青 森 27 青 森 市

山 梨 27 甲 府 市

和歌山 27 和歌山市

福 岡 27 飯 塚 市

鹿児島 27 鹿児島市

青 森 28 八 戸 市

静 岡 28 静 岡 市

鹿児島 28 鹿児島市

講 習 会 開 催 計 画 表
１．講習会開催計画表は、都道府県協会からの報告に基づき作成したものです。
２．講習会の確認及び細部計画は、各協会にお問い合せください。
３．講習会の日程は、弊協会ホームページからもご覧になれます。

11月講習会予定

従 事 者 手 帳 所 持 者
保 安 教 育 講 習

協会名 日程 開 催 地

福 島 4 福 島 市

広 島 5 福 山 市

熊 本 6 八 代 市

北海道 7 函 館 市

大 阪 7 大 阪 市

島 根 12 雲 南 市

広 島 12 三 次 市

大 分 12 豊後大野市

沖 縄 12 北大東村

福 岡 13 福 岡 市

宮 崎 13 延 岡 市

山 形 14 山 形 市

熊 本 14 山 鹿 市

東 京 16 中 央 区

奈 良 17 奈 良 市

富 山 19 富 山 市

愛 知 19 岡 崎 市

三 重 19 津 市

宮 城 21 仙 台 市

群 馬 21 前 橋 市

京 都 21 南 丹 市

福 井 25 福 井 市

山 梨 25 甲 府 市

徳 島 25 徳 島 市

福 井 26 大 野 市

愛 媛 26 松 山 市

青 森 27 青 森 市

和歌山 27 和歌山市

鹿児島 27 鹿児島市

青 森 28 八 戸 市

山 梨 28 甲 府 市

静 岡 28 静 岡 市

鹿児島 28 鹿児島市

保 安 手 帳 所 持 者
（ 煙 火 ） 保 安 教 育 講 習

協会名 日程 開 催 地

岐 阜 4 岐 阜 市

石 川 5 宝達志水町

愛 知 19 岡 崎 市

千 葉 20 千 葉 市

長 野 27 松 本 市

保安手帳所持者（総合）
保 安 教 育 講 習

協会名 日程 開 催 地

鹿児島 26 鹿児島市



◉ �景気は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心にみられるも
のの、緩やかに回復している。

　　－ ９月の月例経済報告 －
　内閣府は29日、月例経済報告等に関する関係閣僚会議に「９月の月例経済報告」
を提出し、承認された。

（我が国経済の基調判断）
　景気は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心にみられるものの、緩
やかに回復している。
　　・個人消費は、持ち直しの動きがみられる。
　　・設備投資は、緩やかに持ち直している。
　　・輸出は、おおむね横ばいとなっている。
　　・生産は、横ばいとなっている。
　　・�企業収益は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心にみられる中

で､改善に足踏みがみられる。企業の業況判断は、おおむね横ばいとなっ
ている。

　　・雇用情勢は、改善の動きがみられる。
　　・消費者物価は、上昇している。
　先行きについては、雇用･所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を
支えることが期待されるが、米国の通商政策の影響による景気の下振れリスクに
は留意が必要である。加えて、物価上昇の継続が消費者マインドの下振れ等を通
じて個人消費に及ぼす影響なども、我が国の景気を下押しするリスクとなってい
る。また、金融資本市場の変動等の影響に引き続き注意する必要がある。

（政策の基本的態度）
　米国の関税措置について、７月22日の日米間の合意を踏まえ、引き続き必要な
対応を行いながら、経済財政運営に万全を期す。「経済財政運営と改革の基本方
針2025～『今日より明日はよくなる』と実感できる社会へ～」に基づいて、「賃
上げと投資が牽引する成長型経済」を実現していく。
　このため、「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策～全ての
世代の現在・将来の賃金・所得を増やす～」及びその裏付けとなる令和６年度補
正予算並びに令和７年度予算を迅速にかつ着実に執行するとともに４月25日に取
りまとめた「米国関税措置を受けた緊急対応パッケージ」の施策を実施する。
　日本銀行は、９月19日、保有するETFおよびJ‒REITについて市場のへの売却
を行うことを決定した。
　政府と日本銀行は、引き続き緊密に連携し、経済・物価動向に応じて機動的な
政策運営を行っていく。
　日本銀行には、経済・物価・金融情勢に応じて適切な金融政策運営を行うこと
により、賃金と物価の好循環を確認しつつ、２％の物価安定目標を持続的・安定
的に実現することを期待する。


